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ぷ 
                    学士課程教育への道―学校教育機関を取り巻く環境と使命 
                                報告者：隅広静子 

 
 本講演は、配付されたレジメと、パワーポイントによる説明で行われた。以下の報告で

は、講演の要旨を、主にレジメに基づきながら、パワーポイントによる説明部分も付け加

えた。 
1. 日本の高等教育を取り巻く環境 

 今、多くの大学では定員割れや補助金・交付金の削減等の困難に直面している。また急

速なグローバル化に伴い、国際的にも、大学教育の質の保証が必要とされる。特に中国を

始めとするアジア諸国から、21世紀半ばには大量の学卒者が輩出されることが予想される。
そのような国内的・国際的な高等教育を取り巻く環境の中、2008 年 3 月末に中央教育審
議会大学分科会制度・教育部会の『学士課程教育の構築に向けて』（答申案）が出された。 
2. 学士課程の質保証とは 

 同答申案では、学士課程教育を 3段階に区分している。すなわち、①学位の授与、②教
育課程、③入学者選抜である。特に②が学士課程の質保証に直結する。 
3. 学士力の内容 

 答申案では、全ての学生に共通する学士力として、以下の 4点を挙げている。 
（1）知識・理解・・・①多文化・異文化に関する知識の理解、②人類の文化、社会と

自然に関する知識の理解 
（2）汎用的技能・・・①コミュニケーション・スキル、②数量的スキル、③情報リテ

ラシー、④論理的思考、⑤問題解決力 
（3）態度・志向性・・①自己管理力、②チームワーク、リーダーシップ、③倫理性、

④市民としての社会的責任、⑤生涯学習力 
（4）総合的な学習経験と創造的思考力 
 これまでの大学教育では（1）の（専門学部）知識・理解の習得に主眼がおかれ、（2） 
から（4）の能力はさほど重視されてこなかった。しかし世界に通用する学士力を持ち活 
躍する日本の「21世紀型市民」は、（1）から（4）の総合的能力をもつべきである。その 
ための学士課程には、従来の学部縦割りから学部横断的な教育課程が必要と考える。 
4. 「学士力」育成に要求される教員の「教育力」とは 

 教員に求められる教育力は、教員の持つ専門知識に加えて、その知識を付与する仕掛け 
としての学生との「対話力」であり、対話を中心とした「クラスマネジメント力」である。 
さらに、それらが日英両語でされるならば、グローバル化の中でリーダーシップを発揮す 
る「21世紀型市民」としての日本人の育成という目的にも直結する。 
5. 「学士力」育成に要求される大学の「教育力」とは 

 教員の「教育力」と同時にさらに重要なのが大学の「教育力」である。即ちどのような 
カリキュラムを用意するかである。その際重要なのが一般教育の位置づけである。答申案 
にうたう学士力、特に（2）から（4）の力を養成するためには、一般教育を大学教育の中 
心にすえなければならない。そこでは、多くのテーマを巡って知識を深めると同時に課題 
発見や問題解決などの能力涵養を志向する。それには対話形式のクラスマネジメントが最 
適である。従って、テーマ思考的な一般教育と知識中心的な専門教育を、どのように合体 
させて構造化するかが問題となる。この場合の専門教育とは、一般教育の充実を受けて専 
門基礎教育的なものへと変わらざるを得ない。本格的な専門教育は大学院に委譲すること 

基調講演 
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になる。 
6. 学士課程教育の類型イメージ 

 一般教育と専門教育の統合的な組み合わせとして、以下の 4つの型が考えられる。 
 A 一般教育・専門教育区分型 
   学士課程の前半では一般教育を中心にし、後半では専門教育に傾注する。 
 B 一般教育・専門教育混合型 
   学士課程全般にわたって一般教育と専門教育を混在させる。 
 C 一般教育・専門教育平行型 
   一般教育と専門教育を独立に並立させる。 
 D  三段重ね型 
   学士課程前半に一般教育、中盤に専門教育、終盤で両方の統合を行う。 
7. 21 世紀のアメリカにおける教育 

 アメリカの 21世紀の市民教育は、全人的教育（Whole Person Education）であり自発
的学び手（Intentional Learner）の養成である。単なる座学ではなく、全人的な教育であ
り行動と生活力に結びつくものである。効率経済・均一成長主義の 20 世紀が求めた人間
像と教育を、「同一水準・規格」的人間と「少品種・多量生産」的教育であったとすると、

21 世紀が求める人間像は、「多様性・個性」的人間であり、そこで求められる教育は「多
品種・少量生産」的教育である。アメリカにはハーバード大学のような総合大学とは別に

リベラルアーツ大学が多くあるが、21世紀の教育の大原則は、リベラルアーツの教育であ
り、自発的学び手としての育成である。そこでは、学び方を習得し、学びのテーマを学生

自身が選択することとなる。 
 リベラルアーツ教育のポイントは、以下の通りである。 
 ① 自由を保障する。 
 ② 個をもった複数の参加者。 
 ③ Critical Thinking（精査・吟味する思考）。 
 ④ 新しい結論を受け入れる（寛容さ）。 
 ⑤ 広いテーマで開始。 
 ⑥ 対話の続行・テーマの深化。 
8. 教員の役割 

 以下の 7点が指摘された。 
 ① 授業は肉体労働である。動くこと。 
 ② 机・椅子は移動可能なタイプ（タブレット型）がよい。 
 ③ 教師の花道をつくる（教室の真ん中）。 
 ④ 授業では前回の授業での不明な点を積み残ししない（コメントシートの活用）。 
⑤ TAの活用。 
⑥ 教員は講義で授業を独占してはいけない（グループディスカッション、ディスカッ

ションリーダーの支援）。 
⑦ 授業工程表としてのシラバスの充実（予習のために、参考文献は事前に提示）。 
9. 国際基督教大学（ICU）の試み 

 ICUは 2008年度から、従来の人文科学、社会科学、自然科学を網羅した教養学部 1学
部のみへ変更した。入学生は全員教養学部へ入学し、31の専修分野（メジャーと呼ぶ）の
中から自由に学ぶ。そして 3年次に、各自のメジャーを決定し、それに関する卒論を書い
て卒業する。大学教育で重要なことは、①STUDENT SERVICE ②STUDENT 
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SATISFACTION ③STUDENT SUCCESS であると考える。今は「待ったなし」の状況
である。今、改革に乗り出すか否かで、15－20年後には大きな差が出ると考える。 
10. 感想 

 私はここ数年、グループでの対話・ディスカッションを重視した教育と、それを通して 
学生各自がそれぞれの学びや課題を発見し、探究し続ける教育の方法に関心を抱いてきた 
ので、本講演には非常に共鳴することが多かった。改めて、「学士力＝∱（教育力）」という 
指摘、「あなたの教育力は『21世紀型市民』を育成するに十分か」という問いかけが心に 
響いた。来年度から新カリキュラムが開始するが、改めて、本学科の教育内容・方法に関 
する検討を重ねる必要があると感じた。 
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 社会福祉専門職の職域拡大・待遇改善と社会福祉教育 

―いかに危機をのりこえるか 

                                報告者：小林明子 

 

１．コーディネーターとシンンポジスト、コメンテーター 

シンポジウムは、ル－テル学院大学学長の市川一宏氏をコーディネーターに、3 名の

シンポジスト（①諏訪徹氏：厚生労働省 社会・援護局総務課社会福祉専門官、②藤井

賢一郎氏：日本社会事業大学大学院福祉マネジメント研究科教授、③武井敏氏：社会福

祉法人聖隷福祉事業団常務理事）と 3名のコメンテーター（①大橋謙策氏：日本社会福

祉教育学校連盟会長・日本社会事業大学学長、②白澤政和氏：日本社会福祉士養成校協

会会長・大阪市立大学大学院、③谷中輝雄氏：日本精神保健福祉士養成校協会会長・仙

台白百合女子大学）をお迎えして約 2時間展開された。 

 

２．シンポジストの発表内容は以下の通りである。 

（１）諏訪徹氏（厚生労働省 社会・援護局総務課社会福祉専門官）： 

第一に、社会福祉専門職の危機について示した。福祉人材の需給動向は、①福祉労働

市場の拡大：高齢(157 万人)障害(31 万人)児童（58 万人）、②我が国の高齢者人口は 2030

年―50 年にピークを迎え③地域別後期高齢者が都市部を中心に増大するものの④生産

年齢人口が減少する。 

第二に、社会福祉士職域について示した。社会福祉士登録者数は、110923 人（2008

年 9 月現在）である。2008 年 3 月現在の社会福祉士資格取得者の就労状況は、日本社会

福祉士会会員のみ 25657 人を対象とした調査において、①施設（39％）、②社協（13％）、

③行政機関（12％）、④医療機関（11％）、⑤独立型社会福祉士事務所（2％）、その他（25％）。

一方、相談援助職員に占める社会福祉士取得者の割合は、高齢者関連で 17､3％、障害者・

児童関連では 5-6％、福祉事務所では 3,2％となっている。 

第三に、地域を基盤とした相談援助体制等の整備の動向について示した。①地域包括

センター、②障害者相談支援事業、③精神障害者の退院支援に関わる地域体制整備コー

ディネーター、④発達障害者支援の地域支援体制、⑤生活保護受給者に対する自立支援

の推進、⑥ホームレス施策、⑦スクールソーシャルワーカー活用事業、⑧地域における

「新たな支え合い」を求めてー住民と行政の協議による新しい福祉、⑨ひきこもり支援

コーディネーター。このように、地域を基盤にした新たな相談支援事業へのＳＷやＰＳ

Ｗの配置基準を位置づけることで、職域拡大が見込まれる。今後の課題として、少人数

の職場における継続教育をいかに作るか。職能団体によるキャリアアップをいかに行う

かが重要になる。 

（２）藤井賢一郎氏（日本社会事業大学大学院福祉マネジメント研究科）： 

「社会福祉専門職の戦略」をテーマに、社会福祉の「専門性」と「資格」の時代にお

ける戦略として、キャリア開発の必要性を提起した。サービスの質と専門性は、待遇改

善に相関関係有り。また、独立志向―組織志向―高等教育化。社会変化（少子化時代、

ソフト社会における高いスキル、日本型雇用：ジェネラリスト社会）への認識をする必

要あり。このような傾向は、専門看護師（癌・小児・高齢者など）、認定看護師（皮膚・

感染症など）、認定看護管理者などの新たな制度を作ってきた看護師の 20 年の経験から

も学べる。社会福祉士のキャリア開発を行うことで、専門職の資質の向上を行い、それ

がサービスの向上につながれば、専門職の処遇改善となり、これらは相互に関連しあっ

シンポジウム 
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ている。（ケアワーカーに従事する社会福祉士のキャリア/認定ソーシャルワーカー/ア

ドバンスト・ソーシャルワーカー） 

（３）□武井敏氏（社会福祉法人聖隷福祉事業団常務理事）： 

「社会福祉専門職の職域拡大・待遇改善と社会福祉教育」―福祉サービス経営者の立場

から― 

第一に、福祉サービスの人材不足と待遇について：人材不足はなぜ強調されるのか？

福祉職場の待遇は本当に悪いのか？と投げかけた。また、離職防止こそが必要であり、

職員の働くことへのモチベーション「働きがい」を高めるには、総合的な人材対策、特

に育成が重要。 

第二に、職域拡大と専門性の関係性について：専門性を高めることは、職域を狭める

方向に働く。社会的に未分化の職種は、まず当事者自身がスタンスを幅広く持ち、周囲

の専門職とともに、専門領域を作りあげていく必要がある。 

第三に、学生が望む就職先は本人や日本の将来に有益か？と投げかけた。看護学生の

例では、37％は自治体、20％は訪問看護を希望し、学生の職業選択の条件は、収入・勤

務時間・看護内容であり、一方、教員が重視するのは、研修体制・社会的評価・卒業生

の数であり、ずれが生じている。社会福祉士は何ができるかできないか。プロフェッシ

ョナル、スペシャリストとは、1人でもできる資質をもっていること。医師や看護師は、

業務独占であることが背景にあるが、ＳＷは、専門職論議中の段階である。ＳＷは異質

な集団といかにつながるのかが、まずは重要である。 

 

３．コメンテーターのコメントと討論 

（１）大橋謙策氏（日本社会福祉教育学校連盟会長・日本社会事業大学学長）： 

  何が危機なのかが不明確である。福祉職を介護人材とＳＷを分けて考えれば、ＳＷは

それほど危機的ではない。地域を基盤といっても、主に施設で考えたとき、ＳＷとケア

ワーカーを分けた上で、相互の関係や連携を考えるべきである。また、今日の地方分権

化の時代に、ＳＷに関わる研修は、都道府県が主体で行われているが、足元の市町村は

どうあるべきか。また、市町村にいかにやる気を起こさせるのかが重要であるとコメン

トした。 

（２）白澤政和氏（日本社会福祉士養成校協会会長・大阪市立大学大学院）： 

  どうすれば、ＳＷの職域拡大ができるのかについては、新たに拡大をするのかまたは

現状を拡大するのかと問いかけた。そして、国は、司法・教育・労働、地方自治体はＳ

Ｗを採用するように雇用団体への働きかけを行うことを提案した。一方、ＳＷの社会的

承認とはなにか？誰から得るのか？という提起もされた。国や自治体は、国家資格、地

域包括という立場で社会的承認を与え、今後の社会福祉資格のキャリアパスは専門ＳＷ

の育成であると助言した。 

（３）谷中輝雄氏（日本精神保健福祉士養成校協会会長・仙台白百合女子大学） 

  自立支援法への評価として、ＳＷ・ＰＳＷ資格制度に見合った能力的な職場として、

地域支援センターにＰＳＷが必置性だったものが、自立支援法下で弱められた。自立支

援協議会を中心に地域のネットワーク・社会資源を作った場合、専門家はどこに配置す

るのかが疑問である。地域の再生としての専門家の配置は人口規模によるべきである。

また、自立支援法では脱施設化という方向だが、地域に出す力、地域が受け入れる力が

弱いので、地域にネットワークを作っても機能しない可能性がある。（50床に 1人程度
ＳＷがいないと脱施設化はできない。）市町村の相談窓口にＳＷ・ＰＳＷ配置すべきで、
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そうすることで、ひきこもりなどへの対応も地域で可能である。ＳＷの基本は大学教育

で行い、その後は専門性を積み上げ、社会的ニーズに対応できる力量をもつ必要があり、

卒後教育が重要である（大学→大学院へ）。今後、施設から地域への移行にあたり、Ｓ

Ｗの役割はますます大きくなる。 
 
４．その後の助言 

諏訪氏は、地域移行を睨んで、地域（市町村）を基盤にした統計が重要で、ＳＷは、

地域の新たな課題をみつけ、専門職種間のネットワークに問題を共有してゆく必要があ

ると述べた。 
藤井氏は、ＳＷを作りすぎた（11万+毎年 2万人）ので、業務独占として、社会的地

位を築くのは難しいので、公務員にＳＷを配置するなどが望ましいのではと提起した。

武井氏は、福祉の減は全体で人材不足し、そこに人が供給されていないことが問題であ

ると指摘した。 
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          社会福祉専門職員養成教育における初年次教育の実践的課                 

題         題 

                                  報告者：齋藤正一 
 

  2日目午前第 1 分科会は｢社会福祉専門教員養成教育における初年次教育の実践的課題｣
というテーマで行われた。コーディネータ･司会は武田加代子（天理大学）と坪井真（長野

大学）の両氏である。最初にコーディネーターが、近年の高等教育一般における教育の状

況と、日本の社会福祉教育の実情について概括し、今回は｢基礎ゼミ（基礎演習）の持ち方｣

に的を絞って討議するという方針で了承された。 最初に初年次教育に関する学生アンケー
ト調査報告、次いで３名のプレゼンターによる報告の後、全体討論を行った。以下、各プ

レゼンテーションの概要、全体討論における発言、最後に出席者としての意見を順に記す。 
  山内匡将氏（名古屋学院大学）による｢初年次学生の意識調査から｣と題した調査報告。
日本社会福祉教育学会関東（東京）ブロックによる初年次教育開発に向けたプロジェクト

の一環として全国の福祉系大学に対するが連携して 2007 年度に始まった初年次学生に対
するアンケート調査であるが、２年目の今年は参加校が増え、全国 20 校の４年制大学の
社会福祉課程学生1403人から解答を得た集計の結果である。入試形態では推薦が約半数、
一般入試でも極めて｢広い門｣となっていること。志望動機として福祉に関心をもつ者と持

たない者との２極分化が進み、学習に関して｢漠然とした不安を抱えがなら、積極的に学ぶ

という努力をしない｣という学生像が窺われるとの分析結果である。 
  丸山晃氏（十文字学園女子大学）による｢本学での基礎ゼミのあり方｣。４年制大学で 60
名という規模の社会福祉教育課程での１年次の基礎演習である。前期が 15 名４クラス、
後期が 30 名２クラスで行い、前期を大学での基礎的学習技術の習得、後期を社会福祉専
門教育導入にあてている。教員は主担･副担各１名で必ず男女のペアとするよう配慮してい

ることなどが報告された。 
  村山くみ氏（松本短期大学）による｢社会福祉への導入教育へのあり方｣。導入から専門
までの教育期間がさらに短く、カリキュラムがタイトな短期大学ではあるが、１年次前期

に社会福祉基礎演習Ⅰ･Ⅱとしてゼミ形式の導入教育を行っている。シラバスが提示された

が、主な内容はライフプラン、学習プランなど、個人の生活と以後の学習への心構えや計

画作成を意識したものである。 
  山田裕子氏（同志社大学）による｢基礎ゼミのあり方｣、当初プログラムとは順序を変え
て最後に提示された。１年次前後期に社会福祉実習Ⅰ･Ⅱ（ソーシャルワークリテラシー）、

ファーストイヤーセミナーⅠ･Ⅱ（アカデミックリテラシー）と称して各々、全体クラスと

７－８個の小クラス（16-18 名）を交代で行っている。担当者は各々７－８名、うち常勤
は２－３名で、非常勤や施設などの学外関係者が多い。内容は極めて濃密で行き届いたも

のであるが、それだけ教育サイドの負担が過重であるということも報告された。 
  全体討論では以下のような意見や質問が出されたが、次々に新たな問題点が指摘された
ため、対策等に関するところまで討論を熟成する余裕はなかった。 
・学生を（社会福祉実践上の）クライアントとして捉えてはどうか。 
・集団指導としてのゼミと個別指導との関係、その体制や実際はどうしている？ 
・ドロップアウト（傾向）の学生は増えつつある。どう支援すべきか。 
・他学年との交流を活用できないか？ 
・担任制の活用は？   
・大学（立地、規模、４大･短大等）により事情は随分違う。 

第１分科会 
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・教員の力量の差はたしかに存在するが、若手だけではなくベテランも手を焼いている。 
・担当教員も単独では危ない。 
・過去の教育指導の手法が通じなくなった。 
・最近、複数の大学から学級崩壊が見られるという情報がある（｢ウチでもあった｣と）。 
  最後に、参加者として意見を記す。本学科では来（2009）年度から１年次配当であった
基礎演習Ⅰを廃止することとした。１年次の基礎演習は教育サイドの負担の割に効果が見

えないという理由による。しかし今回の分科会での報告を聴く限り、一般には１年次の基

礎演習を重視して充実する方向にある。本分科会に出席した教育機関は、おそらく１年次

の基礎演習に積極的な施設であったと推察されたので、議論に一石を投じる意味で、本学

科の方針を紹介しようとしたが、時間に余裕がなく許されなかったのは残念であった。た

だ、全体討論でも教育負担が過重であるという議論があったように、｢そこまでしなければ

ならないのか？｣という疑問があることは雰囲気から感じられた。調査報告の内容や分科会

での発言は、主として伝統がある規模の大きい私立大学に顕在する問題であったため、今

回の議論を本学科にそのまま適用するのは早計であろう。ただ、学生の将来に影響する重

要な問題であることは間違いない。今後も注意深い観察と検討が必要という認識を深めた。 
以上。 
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社会福祉相談援助演習の課題と展望 

                                報告者：小林明子 

 

コーディネーター：石川久展氏（関西学院大学） 

シンポジスト：蔵野ともみ氏（大妻女子大学） 滝口真氏（西九州大学） 

        川上英一郎氏（社会福祉協議会 中央福祉学院） 

□概要：最初に、石川氏より、今回のカリキュラム改正のポイントが説明され、次に蔵野

氏より、「社会福祉士養成にかかる社会福祉援助技術関連科目の教育内容及び教員研修

プログラムの構築に関する事業」報告書の一部が説明された。その後、西九州大学の滝

口氏より、演習授業計画モデル案としてシラバスが提示され、それを受けて参加者の意

見交換が行われた。 

□石川氏よりカリキュラム改正のポイントについての発表：①時間数の増加（120 時間→

150 時間）及び 30 時間は実習後に実施／②教員の規定要件の変更／③1クラスの人数は

20 人以下／④地域を基盤にした地域福祉や包括的援助／⑤新たな課題（ホームレス・低

所得者・更生保護など）／⑥名前の変更：援助技術演習→相談援助演習／⑦演習形態は

知識を実践化する方向：○教員研修の実施：9 日間で 1 回目は 240 人定員、既に募集済

である。 

□蔵野氏は、2008 年 3 月に出された報告書「社会福祉士養成にかかる社会福祉援助技術関

連科目の教育内容及び教員研修プログラムの構築に関する事業」の一部を説明した。ソ

ーシャルワークの枠組みを 4 軸（ミクロからマクロまでの実態、概念・理論、方法論、

ニーズ領域）で捉えた。この 4軸の配置図を参照すればソーシャルワークの構成要素の

配置が明確になり、実践領域ではこれらが具体的に連鎖して援助が展開されることを説

明した。軸と軸との連鎖に焦点を当てることで、問題現象や理論や方法の学習内容や習

得技術が選定でき、ソーシャルワークの概念、理論、意義、理念・原則、援助構造、計

画と評価、援助過程、援助効果について理解できる。そこで、「社会福祉援助技術演習」

の枠組みは、社会福祉士養成カリキュラムにおける理論を学ぶ講義科目と実習科目が理

論と演習と実習が連続性を持つように、総合的、包括的学習の狙いを持つように、関連

づけられるよう学年配当を考える。 

□滝口氏：相談援助演習の現状と課題と題して、援助技術演習を担当している教員と作り

上げ、現在実施しているシラバスを紹介し、現状と課題について述べた。：現状：①150

時間を 30 時間（2 単位：半期）で 5 回で構成（1 年生前期、2 年生前期・後期、3 年生

前期・後期）②1 年生から 2 年生の前期にかけて、基本的なコミュニケーションの習得

と自己覚知をねらいとし、心理学・ケア学関連教員との連携、③2 年生後期から 3 年生

全般における相談援助実習指導の前後では、指定科目のシラバスを横断的に学習する、

④実習との連携を重視し、実習前後の学習内容と相談援助実習で指定されるカリキュラ

ムとの整合性を図り、相乗効果を狙う、⑤大学に設置されている障害者のデイサービス

センターでの体験実習を行う、⑥リハビリテーション学部との連携した「地域福祉連携

実習」において、病院、リハビリテーション施設、地域包括支援センターなど保健・福

祉・医療分野への総合的理論・演習と実習の強化：課題：①教員の授業時間数の増大、

②教員間の調整と授業内容の質的担保：6クラス制で各教員が担当+非常勤 4 人（ホーム

レス・犯罪支援・グループホームなど） 

□川上氏：「一般養成施設通信課程における同断援助演習案」と題して、旧カリキュラムと

第２分科会 
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新カリキュラムを比較して説明した。通信課程では、教材による学習時間は 324 時間か

ら 405 時間に 79 時間増え、面接授業による学習時間は 12 時間から 45 時間に 33 時間増

えた。 
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社会福祉相談援助実習の課題と展望 

                                報告者：隅広静子 
 
1. 分科会の概略 

第 3分科会は、米本秀仁氏（北星学園大学）をコーディネーターとして、以下の 6報告
を中心に進められた。尚、各報告の前に、コーディネーターより、今回の報告にいたる経

緯、特に社養協実習部会をめぐる近況報告が行われた。その後、6 報告があり、簡単な質
疑応答を経た後、同報告内容に関する賛同が本分科会の大多数の参加者から得られたこと

をもって、同報告内容を今後の実習教育のスタンダードとして各養成校に求めていく意向

が、コーディネーターより述べられた。6報告のテーマは以下の通りである。 
・  報告 1 日本社会福祉士会編『社会福祉士実習指導者テキスト』（既刊）の構成  

熊坂 聡（山形短期大学） 
・  報告２ 実習指導概論の構成            米本秀仁（北星学園大学） 
・ 報告 3 実習指導方法論Ⅰ【実習教育マネジメント】の構成 

                            潮谷恵美（久留米大学） 
 ・  報告４ 指導方法論Ⅱ【実習教育プログラミング】の構成 
                          川上富雄（川崎医療福祉大学） 
・  報告５ 実習指導方法論Ⅲ【実習教育スーパービジョン】の構成 

                            米本秀仁（北星学園大学） 
・ 報告６ 実習指導方法論Ⅳ【実習評価】の構成  添田正輝（日本社会事業大学） 
（尚、報告２－6は、近刊予定の社養協編『社会福祉士実習担当教員講習会テキスト 
（仮）』の構成である。） 

2. 実習部会をめぐる近況 

・ 社養協では、これまで社会福祉援助技術現場実習のあり方について検討を重ねて

きた。そして同協会・実習教育部会の検討課題として、以下の 6点がまとめられ
た。 

 ① 実習を明確な目標をもった教育活動として捉え、それに志向する実習教育体

制を構築すること。 
 ② この実習教育体制は、当協会組織としてのスタンダード（実習の質の担保と

標準化）を意味するものであることを確認し、それに相応しいものとするこ

とによって、養成ルート間、学校間の格差を是正すること。 
 ③ 実習教育体制は、教育の道筋を踏襲し、そして実習前、中、後の一貫性を保

持するものであること。 
 ④ 実習を土台の一つとした社会福祉専門職養成教育は、到達時の成果において

社会福祉士（ソーシャルワーカー）としての専門的役割を遂行できる実践力

を有する水準を目指すこと。 
 ⑤ この教育体制の要の一つとして、実習指導担当教員のスーパービジョン能力

を高める事が必要であること。 
  ⑥ これらの課題に答えようとするために参考にすべき材料が無いというわけで

はなく、これまでの種々の機会に公表されてきた他団体・組織の諸資料を参

考にすること。 
・ そこで実習部会では、4つのワーキンググループを組織し、調査・協議してきた。 

第３分科会 
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・ その結果、以下の 4点にまとめられる結論に達した。 
① 実習は明確な目的をもち、それの実現・獲得を志向したものであることの認

識。そこで、社会福祉士及び介護福祉士法下の新カリキュラム・シラバスで

要求される実習の目標を取り込みつつ、更に細分化し、それを実習指導プロ

グラムに反映させるガイドラインを作成した（資料 1）。またそれの獲得状況
を評価する評価表及び評価基準作成を検討する。 

② 実習生も含んだ実習関係 3者相互の努力義務を明示した「実習委託契約」の
モデルを作成した。 

③ 相談援助実習はソーシャルワーク実習である。 
④ このようなスタンダードをもった実習教育のシステム化は、実習関係 3者の

「質の担保と標準化」を保証し、さらにそれはソーシャルワーク実践の対象

者である利用者（クライエント）の利益を保証することになる。 
・ 以上のような検討・結論の総まとめとして、実習指導者、及び実習担当教員の研修

テキストを編集した。 
3. 報告 1 の概要 

・ すでに開始されている実習指導者研修のテキスト『社会福祉士実習指導者テキスト』

に関する概要が説明された。省略。 
4. 報告 2 の概要 

・ 実習指導概論の構成・概要が説明された。その中で、実習担当教員の基本能力とし

て、①実習教育マネジメント能力、②実習教育プログラミング能力、③実習教育ス

ーパービジョン能力、④社会福祉士（ソーシャルワーカー）像伝達能力の 4つの基
本能力が必要であると指摘された。 

5. 報告 3 の概要 

・ 実習教育は複数の担当者で行うため、マネジメントが必要である。その実習教育マ

ネジメントに活用する文書として、「相談援助実習委託契約（協定）書（例示）」と

「相談援助実習教育と指導に関する合意書（例示）」が提示された。 
6. 報告 4 の概要 

・ まず、分科会参加者に対して、平成 20 年 3 月の文科省・厚労省局長通知に示され
た「相談援助実習の内容」を実習先に伝え、今後の実習内容・実習プログラムに関

する協議を各校で開始しているかとの問いかけがあった。 
・ 実習事後指導について、それは現場実習で得る特殊具体的な学び（specificな学び）

を、ソーシャルワークの学び（generic な学び）に変えていく重要な機会・場とし
て重視する必要性が指摘された。 

・ また、養成校の責任において、学生を実習に行かせない決断も必要であるとの指摘

がされた。そのための「実習前評価システム」が提示され、その構成内容として、

①履修要件、②出席状況、③授業態度、④提出物管理、⑤身体・精神状況の把握と

配慮、⑥定期的な知識試験の６点が紹介された。 
7. 報告 5 の概要 

・ 実習スーパービジョンの基本は、実習課題が対象ではなく、実習課題を抱え、それ

を達成しようとする実習生に焦点をあてること。また配属実習終了後にこそ、スー

パービジョンが重要であることが指摘された。 
8. 報告 6 の概要 

・ 実習は、明確な目標をもち、それの実現・獲得を志向したものであるとの認識に立
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ち、その獲得状況を評価するための評価表及び評価基準を作成し、「社会福祉士実習

評価表（案）」が提示された。 
9. 感想 

 今回の法改正は、社会福祉士（ソーシャルワーカー）の実践力の向上が目的と言っても

過言ではない。それをめぐってここ数年社養協を中心に検討が重ねられてきたことを改め

て実感した。今後、本学においても、社養協作成の「相談援助実習指導ガイドライン」等

を実習担当教員は勿論のこと、実習先の実習指導者とも一緒に吟味しながら、シラバス作

成、実習プログラム作成を行う必要があると考える。 
 尚、今回の全報告を通して、実習教育を、一定の明確で（固定された）目標をもつ教育

活動であるとの認識と合意形成が進められたと感じている。私自身も、実習教育をそのよ

うに理解・認識することを全く否定するわけではないが、しかし、実習を通して、学生各

自が自主的に、多様な問題・課題を発見し、追求する姿勢・態度・能力も重視したいと考

えている。そのためにも本学の実習目標・課題の再検討、そのために必要とされる実習指

導（事前、及び事後指導）の内容と方法、実習指導者との連携等について改めて検討する

必要性を感じた。 
 

別添資料ＮＯ２ 
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大学院教育の現状と課題―大学院調査報告と学位授与に関

する課題 

                              報告者：大塩まゆみ 
 
１．「大学院教育現状把握のための調査」に関する報告： 

               大友信勝氏（大学院教育検討委員会委員長・龍谷大学） 
   調査対象：学校連盟に加盟し大学院を設置している 91大学 
   調査方法：郵送配布・回収 
   回収率：90.1％（82校） 
     修士課程のうち 5校が通信制、50校に博士後期課程あり（うち１校は通信制） 
   調査結果：約 100頁の報告書による説明なので要点のみ下記に記録 
 ・大学院は経営上メリットがあるわけではなく、人事権も学部にあり、学部中心で運営 
  され、大学院はオマケのような大学がほとんど。  
 ・大半の大学で定員割れ。定員 5割以下の大学もあり、約 2割強が深刻な定員割れ。 
 ・特に東日本・首都圏で定員割れが多い。 
 ・医療福祉系の大学院では、修士定員が多く(最大 90名)、教員に医師が多く、医療系の 
  在籍者の看護や自然科学系の論文で学位を与えているが、それでいいのか？ 
 
２．日本社会福祉教育学校連盟大学院加盟審査基準の検討資料：別紙添付→意見募集 
                     太田義弘氏（関西福祉科学大学大学院）  
 ・大学院の地域社会への社会的責任を果たすために、各教員は襟を正すべき。 
 ・専攻や教員組織、専任教員の資質と適合性についての審査が必要。  
 ・社会福祉学の高等教育としての機能･社会的役割を果たしているか？ 
 ・他学部出身学生（修士課程や博士課程で初めて社会福祉を学ぶ人）の基礎教育をどう 
  するか？ 放っておくと、社会福祉学研究とは似ても似つかない論文が提出される。 
 ・大学院加盟審査基準は、文科省から学校連盟にゆだねられ検討している。今回、この 
  分科会で検討し、出た意見を理事会に伝えて議論し、総会で検討し承認を得る予定。 
 
３．その他のコメンテーター・コーディネーターとフロア発言の要旨 

 ・OECDの高等教育組織経営プログラムでは、教員組織やカリキュラム等が、いかにア
カデミックかという観点で大学院が評価される。質向上には、人事政策や採用した教

員のインナー教育や自己開発力（自分自身を向上させる力の増強）が求められる。 
 ・博士課程に編入できる大学院では、社会福祉の高等専門教育としての質が問われる。 
 ・伝統的な社会福祉教育だけで良質な学生を集められ、大学が生き残れるのか？ 
 ・韓国では梨花女子大等の名門校が、学部に学生が集まらないので、学部を廃止し、専 
  門職大学院を創っている。 
 ・日本の法科大学院では教員の研究実績についての審査が厳しく、院生に資格取得のた 
  めの特訓をしているような大学は評価が低い。 
 ・院生の定員 90名や 60名というような大学院に対して、学校連盟加盟基準の教員組織 
  として､教員は最低 3名でいいのか？ 
 ・当方（発言者の大学院）では、修士論文を 5名の教員が審査しているので、審査基準 
  では社会福祉学専門教員が 3名でいいのか？ 

別添資料ＮＯ３ 

第 4分科会 
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社会福祉教育における高大連結の方向と課題 

報告者：北條蓮英 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ    田村真広氏（日本社会事業大学） 
大学からの報告 中野伸彦氏（長崎ウエスレヤン大学）、原田正樹氏（日本福祉大学） 
高校からの報告 辻本智加子氏（大阪市立淀商業高校 福祉ボランティア科） 
ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ     矢幅清司氏（文科省調査官） 
 
１）趣旨説明 
ア）高校における福祉教育の拡がり 
「福祉」教科（「介護福祉士」受験可能、介護員養成研修、福祉科目）の開設（単純計）

は全国高校の（max）5校に 1校弱が設置⇒相当数の高校生が福祉教育を体験。 
イ） 高校と大学とはとかく需要と供給の関係にとらえられがちだが、高校と大学での

福祉教育が相互に影響し合う。また認証評価基準に採用。 
ウ）今回は、高校福祉科卒業生に焦点化。取り組み事例の報告と情報交換、議論を。 

２）長崎ウエスレヤン大学の取り組み 
ア）高大連携（連結）の２つの企画の紹介 
ⅰ）「高校生福祉フォーラム（高校生のための福祉の集い）」 
 県内高校生の福祉体験スピーチコンテスト（弁論大会）。地方（諫早市）の小規模短大

（当時）が 98 年度より開始。県社協との連携。郵便局（財源調達）、および他大学を
まきこむ（審査委員）。第 10 回記念大会は「歴代入賞者は今‥」をテーマにその後の
進路を発表（精神、保育士、看護師、中学教員、介護士、看護学校進学）。発表が契機

でキャリア支援。 
ⅱ）「九州福祉系高校教員研究セミナー」 
 上記フォーラム、福祉系高校ヒアリング等を通じて「福祉指導法がわからない」「教材

づくり」のニーズ。2004年度より年 1回の研究集会。教員の組織化や研修会の必要性。
主催団体「長崎福祉教育研究会」発足。研究会は高校教員 15名で構成。昨年度高校・
大学各 2名の授業実践報告、指導法、教材開発の相互研修。 

イ） 課題 
福祉系高校数の変動、参加校の低迷減少。資格法改正と介護現場の動向に伴う撤退現象。

福祉系校長会の動向と連携活動。都道府県教委の理解と支援。福祉科教員の採用動向。 
３）日本福祉大学の取り組み  
ア）「福祉教育研究フォーラム」 
  福祉系高校との高大連携事業。中部圏の福祉系高校（介護福祉士養成教育高校、介護

員等資格養成高校、教科福祉を教育する高校）の教員対象および全国の介護福祉士養

成課程高校にも案内。40高校の教員 62名、大学教員 33名参加。 
日本福祉大学の予算（30万円）対応。だが 1大学でやるよりも主催団体は学校連盟が
望ましいのでは。分科会のテーマは高校生の声を聞いて決定。 

イ）福祉科（※総合学科は含まず）卒業生の大学進学者の成績（GPA＝Grade Point 
Average、5.0が最高）日福大の 2006年、2007年の成績 GPAから。 
ア）2006年（803名）、平均 3.96、福祉科卒（※、18名）4.06  

      2007年（816名）   4.02、同上     （9名）4.12 
 イ）国試合格率は、全学平均 60％、福祉科卒生は 12／18名～7／9名（7～8割）。 

第８分科会 
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ウ）初年次教育が大事。1 年時からゼミ、社会福祉概論を配当。福祉科の学生は協調性
がある、コミュニケーション能力に長けている。これは高校での実習体験のせいかも

しれない。大学の１年次、とくに一般教育（教養科目）がつまらないという。しかし、

3～4年次になって大学にきて良かったと実感している。 
個別指導が大事。１つのことを 7年間続けることは研究者でも大変。モチベーション
をいかに維持していくか。 

４）大阪市立淀商業高校からの報告 
ア）平成 8年度より課題研究で「福祉研究」が開講（阪神大震災で西淀川区にある本校も
被害。福祉やボランティア活動に生徒の関心が高まり福祉を勉強したいとの声に対応）。平

成 15年度福祉ボランティア科設置（名称は私学側の圧力あり）。 
イ）教育の重点として、生活習慣を教える。敬語をしっかり使えること等。 
ウ）進路状況（平成 20年 3月卒業生累計 103名） 
ⅰ）介護福祉士は 33名、100％の合格。ヘルパー3級、同２級は全員合格。 
ⅱ）平成 19年度 3期生（34名）の進路。福祉系就職 11名、福祉系大学・短大 9名、福
祉系専門学校 8名、その他進学 2名、その他就職 4名。 
エ）地域に根ざした福祉教育の実践（3 年の夏休みに地域の小学校を対象に福祉を一緒に
学ぶ体験学習。生徒の自主企画） 
オ）高大連携 
ⅰ）大学、専門学校の先生による特別授業 
ⅱ）進路を考える機会として大学等の学校訪問(福祉系［例、大阪市大、同志社大］)、短
大（幼児教育系）、専門学校（医療・看護系）、模擬授業体験 
ⅲ）現在、点と点の高大連携だが、7 年間福祉を学ぶ生徒・学生を育てるという長期的視
野に立った高大連携の必要性 
５）文科省調査官 矢幅清司氏のコメント 
ア）教科「福祉」設置状況（平成 20年度） 
介護福祉士国家試験受験可能校 214校、介護員養成研修事業 515校、教科「福祉」科
目実施校 209校、単純計 938校、全高校数 5,052校の 18.6％。19年度の 6.5％減。 

イ） 公立高校の「福祉」教員の採用試験で合格者数 35名（平成 20年度）。倍率は 7.5
倍で高校全体平均よりは低い。採用率は高い。 

ウ） 18歳人口は平成 4年ピーク 205万人に平成 20年 124万人へと 80万人減。10年
後は 118万人へ。6万人の減。減少率は 1／13に縮減。環境変化。 

エ）学びを 7 年間どう継続させるか。「こいこい」ではなく「このような人間形成をした
い」を大学は明示すべき。 

オ）福祉のマイナスイメージに対し正しい情報発信しイメージアップが社会的責務。とく

に、高校生、小中生に広げていくこと。 
６）フロアからの意見等 
ア）高大連携をそれぞれの立場から発言し、なぜ必要かの議論必要。一方で学士教育を考

えよといわれている。連携はイメージとしては必要だが、現実には高校までのことを考え

られないのが実情。 
イ）８分科会の存在意義の明確化、１分科会（初年度教育）との違い。 
エ）高大連結を充実させ市民につなげていくこと。ブロック毎に事例報告研究会の提起。 
７）感想。「広（高）大な平野を走る連結しない電車の如し」 
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「スクール（学校）ソーシャルワーク課程（仮称）」設立に

向けて―教育領域におけるソーシャルワーカーの任用促進をめざして 
                                報告者：日根野建 

 
平成 21 年度より日本社会福祉士養成校協会（以下、社養協）は、スクール（学校）ソ
ーシャルワーカー養成認定事業を開始する。これは、本年度に始動した文部科学省のスク

ールソーシャルワーカー活用事業を見すえ、社会福祉士の職域拡大や質的確保をねらって

準備する認証制度である。社養協では、本年３月に委員会を設置し、報告書「スクール（学

校）ソーシャルワーカー育成・研修等事業に関する調査研究」をこの８月に取りまとめた。

これを受けて具体化したのが、スクール（学校）ソーシャルワーカー養成認定事業（以下、

養成認定事業）である。 
 第３分科会では、この養成認定事業の展開に向けて、上述の委員会の主要なメンバーが

報告書の内容に即してスクールソーシャルワーク（以下、SSW）に関する発表を行った。 
 
[報告概要] 

１．山下英三郎氏（日本社会事業大学、日本 SSW 協会会長） 

 ＳＳＷを必要とする背景として、学校における児童問題の多発、これへの諸種の対策の

限界がある。またＳＳＷを必要とする根拠は、児童生徒の環境への視点、また関係機関等

の仲介・調整が学校で必要になったことである。主に心理学を基盤とするスクールカウン

セラー（以下、ＳＣ）に加えて、社会福祉学を基盤とするＳＳＷの投入が決まった。 
 ※スクールソーシャルワーカー活用事業の趣旨（文部科学省）では、「いじめ、不登校、

暴力行為、児童虐待など児童生徒の問題行動」に対し、「環境に着目して働き掛け」「関係

機関等との連携」をはかり解決する人材として、「社会福祉等の専門的な知識や技術を有す

る」存在が必要だとしている。 
２．山野則子氏（大阪府立大学） 

 ＳＳＷの活動は、ミクロ、メゾ、マクロのレベルに整理することができる。ミクロ・レ

ベルは、個別事例へのアプローチである。ＳＣと比べ、ＳＳＷでは教員への接触が多く、

社会資源の活用を促すといったコンサルテーションの機能を発揮する。メゾ・レベルは、

校内体制作りへのアプローチである。ＳＳＷの展開上で開催するケース会議が校内体制作

りに貢献し、教員からの評価も高い。マクロ・レベルは、地域の子ども家庭相談体制作り

へのアプローチである。ケース会議に外部の関係者を招いたり、地域の各種のカンファレ

ンスに出向いたりすることは、個別事例の対応だけでなくＳＳＷの環境整備、ひいてはＳ

ＳＷを広く認知させることに繋がる。 
３．門田光司氏（福岡県立大学、日本 SSW 学会会長）  

 ＳＳＷの配置形態は、活動の内容や課題と関係するため、その現状認識が重要である。

ＳＳＷの環境整備は、運営協議会のあり方にかかわる。福岡県では、教育委員会に事務局

をおいてＳＳＷ学会、ＳＷ会、ＰＳＷ会の代表者で組織している。ＳＶは、開始前では学

校組織やＳＳＷの役割に関する基礎研修、開始期では教員、児童生徒、ＰＴＡ、関係機関

との関係形成に関する専門研修、活動期では対応事例の選別やケース会議の開催、個別事

例の対応に関する継続研修と段階的に行うことがのぞましい。福岡県では、福岡県スクー

ルソーシャルワーカー連絡会をつくり、ピア、グループ、個別、ライブＳＶを行っている。 
※富島喜揮氏（四国学院大学）、当日欠席 

 

第９分科会 
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[所 感] 

１．研究面 

SSWは教育問題や児童問題に限局しない視角をもち、福祉問題を広く照射するソーシャ
ルワークの実践展開に新しい可能性を開く。現状では、戦前日本のMSWの開拓とも通じ
合い、「福祉」を第一の目的としない二次機関のソーシャルワークの実践課題を見受ける。 
２．教育面 

多くの大学で開講する「医療ソーシャルワーク論」のように、ソーシャルワーク教育課

程に明確な位置を与えるに相応しい内容がすでにある。また、ＳＳＷ活用事業の動向を見

ながら、また社養協会員校の方針を見ながら、養成認定事業を検討する必要がある。 
３．福井県のＳＳＷ 

 県立大学として、福井県の SSWに対して日本 SSW学会（協会）、社会福祉士会や精神
保健福祉士会、教育委員会などとの協力を含めて、いかに寄与すべきか、課題である。 

 
別添資料ＮＯ４ 
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社会福祉専門教育における「コア・カリキュラム」の構想

（第 2報） 
                                 報告者：隅広静子 

 
1. 本企画の背景と概略 

日本社会福祉教育学校連盟社会福祉専門教育委員会は、昨今の社会福祉及びその教育を

巡る社会的変動と危機状況に遭遇し、また他学会・専門職の教育改革の流れにも刺激され

て、社会福祉専門教育における「コア・カリキュラム」に関する検討を重ね、その第 1報
を、2006年度全国社会福祉教育セミナーで報告した。今回は、その後のより精緻化した検
討・作業の結果を、第 2報として報告するものである。 
そこで本企画では、コーディネーター兼報告者としての米本秀仁氏（社会福祉専門教育

委員会委員長・北星学園）、北島英治氏（東海大学）、白川 充氏（仙台白百合女子大学）、

戸塚法子氏（淑徳大学）、高山恵理子氏（上智大学）、塩村公子氏（東北福祉大学）らによ

る報告を中心に進められた。 
2.  社会福祉専門教育における「コア・カリキュラム」の構想 

以下、各報告について、要点を要約・報告する。 
（1）社会福祉専門教育という用語について 

本報告における社会福祉専門教育とは、disciplineとしての社会福祉学教育と 
professionとしての専門職教育（ソーシャルワーカー教育）を包括したものを指してい
る。特に後者に強調点を置く。 
（2）コア・カリキュラムの要素について 
  コア・カリキュラムの要素としては、到達（獲得）されるべき目標・その目標の水準・ 
到達のために配置されるべき科目群・科目間の配当年次・配分時間・教授内容（目標・ 
展開過程）・教授方法・評価方法と基準・担当教員適格性などが明示される必要がある。 
（3）社会福祉専門教育におけるコア・カリキュラムの構想とポイント 
  社会福祉専門教育のコア・カリキュラムは、社会福祉学教育のコア・カリキュラムと 
社会福祉専門職養成教育のコア・カリキュラムの二重構造になる。前者は後者よりも自 
由度において高いと想定できる。（尚、前者は後者の前提・基盤と位置付けられる。） 
構想のポイントとしては、単に教科科目名を並べて組み立てればよいということでは 

なく、そのカリキュラムによって何が到達されるべきかのエッセンスが組み立てられ、

その到達目標に向けて科目が効果的に配置されることである。即ち養成校側が証明しな

ければならないのは、科目群の配置がなされていることではなく、それらの科目群の配

置が到達目標を実現していることである。 
（4）社会福祉学コア・カリキュラム新構想について 
  新構想のポイントとして 6点、及びそれぞれに関する具体例が提示された。配付資料
では、A4で 6頁にわたる報告であったが、以下には、6ポイントのみ紹介する。 
  ① 社会福祉概念の定義・内包・外延およびその概念に関する理論的立場を表示する

もの 
  ② 社会福祉概念で構成される社会事象及びその事象を産み出す諸要因を表示するも

の（社会福祉制度・政策領域） 
  ③ 社会福祉概念で包括される歴史事象を伝えるもの 

④ 社会福祉の対象を表示するもの 
⑤ 社会福祉対象への援助実践を伝えるもの 

特別企画Ⅰ 
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  ⑥ 社会福祉の研究に関する方法を表示するもの 
（5）社会福祉専門職養成コア・カリキュラム新構想について 
  新構想では、社会福祉専門職養成の目標を「ジェネラリスト・ソーシャルワーカー」

と定義し、その達成に必要な能力として 5群 13項目が挙げられた。各項目はさらに細
項目に分けられ、そして各細項目毎に、知識、及び実践両面において習得が目指される

能力が報告された。配付資料では、A4で 22頁にもわたる膨大なものであるが、以下に
は、5群のみ紹介する。 
  1群・・・社会福祉専門職の基本に関わる実践能力 
  2群・・・理論的・計画的なソーシャルワークの展開能力 
  3群・・・多様な利用者へのソーシャルワーク展開能力 
 4群・・・実践環境に対応したソーシャルワーク実践能力 
 5群・・・実践の中で研鑽・研究できる能力 
3. 質疑応答：参加者からの意見 

・ 案（新構想）は、余りにも広範囲である。誰もそれができると思っていないので

はないか。最低限のアウトカムを決めるべきではないか。 
・ 福祉文化・文化を問う姿勢が見られない。 
・ 全体的に、ソーシャルワーカー側が一方的に、謂わば「施しをする」的な傾向が

感じられる。 
・ クライエント自身の力を把握するという視点が弱い。 
・ クライエント集団の学習力の尊重が必要。 
・ 貧困の条件を探究する視点が弱い。等 

4. 感想 

まず、同委員会のこれまでの精緻化の作業の努力に感服した。しかし、参加者からの意 
見にもある通り、その内容に関して、質量共に、学部教育ではかなり困難ではないかと感

じた。ある程度精緻化したミニマムを定め、後は各大学・養成学校の独自性に委ねてはど

うかと考える。 
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          大学（短大）評価の基準の概要と評価の方法・成果につい 

          て 

                                報告者：齋藤正一 
 
  ２日目午後の特別企画は｢大学（短大）評価の基準の概要と評価の方法・成果について｣
という題名で、（財）大学基準協会、評価・研究部部長 工藤潤氏の講演を聴講した。 
  講演は２時間を要し、44枚のスライドを駆使して大学基準協会の紹介から始まり、大学
評価の歴史、認証評価の基準、現在までの評価業務の実績、大学評価自体の改革、諸外国

における状況や思想にわたるものであった。大学の認証･評価義務化後 4 年経過したが、
既に初回評価を完了した大学は半数程度である。平成 19年 12月に独立行政法人整理合理
化計画閣議決定により（独）学位授与･学位授与機構が業務を休止する時期と重なるため、

来（平成 19）年度は評価の希望校が輻輳し作業の混雑が懸念されることにも触れられた。
なお、評価の問題は社会福祉教育にも該当するものの、本来大学全般に通じるもので、今

回の話も、とくに社会福祉教育を意識したものではない。以下に講演の内容から２つの主

要な論点について述べ、最後に出席者としての所感を記す。 
  １．大学評価の改革。国内で大学評価が広く実施されるようになり、事跡が増えた結果、
評価そのものに内在する問題点も明らかになってきた。ひとつが点検･評価の形骸化であり、

もうひとつが、大学･評価者双方にとっての負担の増大である。形骸化の現れとして、点検･

評価が改善に結びついていないことがある。その反省から、点検･評価の目的を明確にする

こと、教育目標と到達目標との関係を論理的に整理すること、客観的論拠にもとづいて記

載すること等が推奨された。負担に関しては、評価項目と提出書類の過多が最大の理由な

ので、今後評価サイドでは質を落とすことなく量を減らす努力を行ってゆくとのことであ

る。いずれにしても、大学にとって点検･評価は受け身のものではなく、主体的な PDCA
サイクルの"C"のひとつと受けとめるべきものであろう。 
  ２．大学認証評価の実質化。大学を評価する作業は先進地である諸外国でも確立された
統一的なものはなく、いまだに施行錯誤の過程にあるといってよい。教育界の外から（例

として中教審による｢学士力｣と、産業界からニーズと採算性に関する意見等が挙げられた）、

あるいはピアレビューや卒業生など中間関係者の評価や意見を活用しつつ、内部からの改

善にむけた努力を統合すること、点検･評価と改革を一体として組織的に行えるよう、大学

のシステムを準備することなどが求められた。 
  私見ではあるが、｢点検･評価が行われ、報告書を作成するその行為自体｣に由来する認証
評価の意義は認める（換言すれば、｢やらないよりは、やったほうがよい｣）が、現行の大

学評価に期待するものは少ない。評価を行う以前にまず、充分な時間をかけて｢評価者｣を

養成すべきだったにもかかわらず、何の準備もなくトップダウンで全国一律に義務化した

やり方とその根底にある発想が、大学評価の理想と相容れないと考えるからである。認証

評価が本当に実効あるものであるには、講演にもあったようにボトムアップの意欲と努力

が欠かせない。それこそが認証評価が義務化される以前に大学基準協会がめざしていたも

のと推察したが、その点には言及されなかったのが残念である。ただ、｢どのような報告書

を作成すれば、評価者にとって評価が容易になるか｣に関しては貴重な助言が得られたと考

える。 
以上。 
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中国におけるソーシャルワーカーの養成教育の現状と課題 

                                報告者：小林明子 
１．全体の概要： 

中国社会工作教育協会秘書長（ソーシャルワーク教育協会事務局長）の史柏年氏による

講演「中国におけるソーシャルワーカーの養成教育の現状と課題」を聞き、その後、フロ

アからの質疑を受け、いくつかの論議があった。参加者は、40人程度で、中国人留学生の
受け入れをしている社会福祉学部の教員の参加が多く見られ、今後、日本の国家資格は中

国をはじめとする近隣諸国と互換性を持つようになるのかという点で関心を持っている教

員が多かったようだ。 
 
２．史柏年氏による講演内容 

（１）中国におけるソーシャルワーク教育の歴史 
 中国のソーシャル・ワーク（「社会工作」：以下ＳＷと略す）の歴史は、大きく二期に区

分することができる。第一期は、1922年から 1952年、中国におけるＳＷ教育の生成と発
展の時期である。1922 年、アメリカのプリンストン大学の中国同窓会メンバーであった
John S. Burgess（1833-1949）などの呼びかけにより、燕京大学に社会学部、ＳＷ専攻が
設置された。以後 30 年、ＳＷ教育は、専攻の分布や学生規模、教員育成、カリキュラム
の構築、実習などの面においてある程度の成果を挙げた。しかし、1952年に大学の学部調
整により社会学、ＳＷ専攻は一時姿を消した。（国家背作との関係があるらしい） 
第二期は、1985年から現在まで、ＳＷ教育の復興と発展の時期である。1985年９月、
国家教育委員会は一般大学社会科学学部の科目修正に着手したことに始まる。12月には広
州で開かれた大学教育改革シンポジウムで、一部の専門家がＳＷ専攻の再建を提案した。

これをきっかけに、ＳＷ学科を復興・再建させる共通認識が達成し、1988年、北京大学、
吉林大学など、歴史のある四大学においてＳＷ専攻が設置された。（しかし、吉林大学では、

翌年、1989年に突然閉鎖された。原因は天安門事件の主要人物が吉林大学のＳＷ専攻学科
の教員であったからである）その後はＳＷ教育関連の国際会議の開催や、社会団体として

の中国ＳＷ教育協会が設立するなど、ＳＷ教育界と外部の協力・交流はますます頻繁にな

っていった。 
 1999年以降は、急速発展段階と位置づけられるほど、ＳＷ教育に注目が集まり、同時に
ＳＷの職業化も加速していった。ＳＷ教育の４年制課程が許可された大学数は、1999年以
前は 28 校であったが、2000 年以降急速に増え続け、2003 年には 152 校、そして 2007
年には 213校になった。 
（２）中国のＳＷ教育発展の特徴 
①第一の特徴としての「後発快進」のメリットとデメリット：その他先進国に比べ、スタ

ートは遅いが、発展は速いという意味である。「後発快進」のメリットは、他の国や地域の

ＳＷ教育発展過程における経験や教訓を参考にし、回り道や間違いなどを回避できるとい

うことである。しかし、ＳＷとは操作性と応用性が強く、様々な国や地域のその時の政治

制度、経済水準、文化的特質、社会構造などの要因と密接に関連し、文化に対する敏感性

と土着化経験（その国の文化として適応させること）が強調される分野である。しかし、

中国のＳＷ教育は 30数年停滞後、わずか 20年間で急速に発展したため、専門教育と実務
経験を有した教師が不足する中で、教育カリキュラムを提供しなければならないという責

務が加わった。そこで、ＳＷ専攻の教員たちは、先進国の文化的背景の下で生まれた理論

特別企画Ⅲ 
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や方法を自国の文化に適合させて、吸収・改良する余裕がなかった。その結果、先進国と

香港・台湾の経験をそのまま「輸入」し、急速に増加する人材育成教育に対応せざるを得

なかった。 
②第二の特徴である「教育先行」の弊害：改革開放以後の中国では多くの社会問題が発生

していた。それらを解決するためには、多くの社会福祉サービス部門で働くスタッフの専

門的な訓練が必要とされた。これが中国のＳＷとＳＷ教育の発展を促す基本的な要因であ

った。しかし、前述した歴史的な背景から、ＳＷの理念や技術を実際の社会福祉サービス

を展開する現場において実践する機会がないままに、ＳＷ教育の人材育成が専攻してしま

った。つまり、政府機関や福祉サービス提供施設において、ＳＷ教育がＳＷ実務に先行し

て行われてしまった。将来の発展という面で人材を育成することは悪いことではない。し

かし、中国が「後発快進」型であり、きわめて短期間の中で急速に発展したために、中国

ＳＷが将来的に正しい発展を行うために的確な判断を下す余裕がなく、中国の生活や文化

に適合した（土着化）、中国の実際のニーズに合うＳＷの理論や方法、技術を形成すること

ができなかった。その結果「教育先行」によって育成されたソーシャルワーカーたちは、

社会の中で適切なポジションを見つけられず、社会の要求に充分に対応できない可能性が

高い。 
（３）中国ＳＷ教育発展の成果 
 中国ＳＷ教育は、ＳＷ教育は、20年以上の発展を通じて、教員の充実、中国の実情にあ
うカリキュラム体系の成熟化、合理的な構造をもつ育成体系の形成、現場実習教育体系の

強化、研究成果の蓄積、そして国内外の学術交流の活発化などの側面において著しい成果

を挙げた。 
 また、中国のＳＷ専攻が実践的な蓄積段階を飛び越え、教育からスタートしたことによ

り、専門的教育がＳＷ発展の核心となり、専門的教育にはＳＷの構築という特殊な使命が

与えられた。社会福祉従事者たちは、社会福祉専門制度の構築や人材育成に対する支援、

またＳＷ実践モデル構築に対する示唆的実戦経験の提供など、その社会発展とＳＷサービ

スに様々な貢献をしたといえる。 
（４）中国ＳＷ教育の課題と選択肢 
①「国際基準」か「土着化」か：中国のＳＷ教育は、「国際基準」に従うか「中国独自の文

化や社会に適合した方法（土着化）」かの議論がある。中国ＳＷ教育は、その理論や知識、

方法、技術などを先進国から「そのまま輸入」する形をとり、これらが中国に適応できる

かどうかを試してみなかった。しかし、国際基準で行った結果、しばしば衝突と矛盾が生

じることが出てきた。そこで、中国の特色のあるＳＷ知識体系を構築するべきという意見

が出されている。この土着化は先進国のＳＷ理論と方法を取り入れることに比べたら、さ

らに困難で長い過程であり、教育者と実践者による継続的な努力が必要である。 
②ＳＷ人材の育成は「ゼネラリスト」か「スペシャリスト」か：中国のＳＷ教育はいま発

達初期段階にあり、理論と方法の研究がまだ不足している。学生育成も多くは大学の学部

と専門大学に止まっており、ミクロの問題よりもマクロレベルの社会問題がＳＷの介入を

より必要としている。現状からは、中国のＳＷ教育はゼネラリスト育成を目指すべきであ

ることが示される。ＳＷ教育を受けた人が多様な仕事をこなすことができ、多様な社会的

ニーズに対応できることが、ＳＷ人材の不足と社会問題の複雑性をもつ中国には不可欠な

ことである。 
（５）中国におけるソーシャルワーカーの国家資格と卒後の進路 
①中国のソーシャルワーカーの国家試験：2006年に民事部と人事部が協議し、国家資格が
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制度化し、2008 年 6 月に初の国会試験が全国で実施された。視試験は、初級・中級・上
級とあり、初級は日本の介護福祉士にあたるもの、中級は社会工作士（ソーシャルワーカ

ー）、高級は専門ソーシャルワーカーである。初級に 6 万人強、中級に 7 万人強の合わせ
て 14万人が受験し、初級は 2万人（30％）、中級は 4000人（10％以下）が合格した。②
仕事：職場は主に、福祉施設（障害者、高齢者、女性など）と行政職（地方区、行政区、

教育、司法、衛生など）がある。しかし、新たなポストを見つけるために、調査研究が行

われている。 
□講演後の質疑応答 ：Ｑ１：中国における社会福祉の課題は何か？ ①高齢者問題：65
歳以上の人口は、現在 1億人からすぐに 3億人になる。年金制度の対象となる都市戸籍の
人は全人口の 5割以下で、農村戸籍が過半数を超えるが、そのうち年金があるのは、10％
のみである。以前は、相互扶助で成り立っていた農村戸籍の住民の生活は、相互扶助が機

能しなくなった現在厳しい。（史氏）Ｑ２：アジア型スタンダードを中国・韓国・日本で作

る動きはどうなっているのか？現在三カ国の関係者が協議中であるが、国の制度の背景が

大きく異なるので、すぐには難しい。（大橋先生） 
 
３．本学が友好提携している吉林大学のソーシャルワークコースの歴史的経緯 

 県立大学の看護福祉学部が友好大学として交流を行っている吉林大学のソーシャルワー

ク学科について、次のような事実がわかった。 

1980 年代、中国政府においてソーシャルワーカー（社会工作士）教育の必要性が検討さ

れ、1988 年に、中国全国の有数な国立大学（吉林大学、北京大学、上海大学など）におい

て、ソーシャルワーカー養成コースが創設された。そして、翌年から、全国に少しずつ、

ソーシャルワーカーを養成する学科が増えていった。 

吉林大学においては、1988 年に哲学部がソーシャルワーク専攻を設置し、他専攻の 3年

次学生の一部を当コースに変更させた。しかし、1 年後、コースは突然閉鎖された。その

理由は、コース設置に中心的に関わった教官たちが、翌年の 1989 年 6 月に起こった天安門

事件に深いかかわりを持ったとされ、逮捕されたからである。初めて本学部から吉林大学

へ派遣された 2003 年、偶然であったが、哲学部の教官にお会いし交流をもった。そのとき

には、まだソーシャルワークコースは閉鎖されたままであった。その後、2006 年頃から全

国的に新たなソーシャルワーク学科が開設され、吉林大学にもソーシャルワークコースが

設置されたとのことである。 
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         日本と韓国におけるソーシャルワーク実践の展望と課題 

―日・韓ソーシャルワーカー・大学院生交流プログラム 
                                報告者：日根野建 
 
 本年度より社団法人日本社会福祉教育学校連盟がユニベール財団と共催する「日本・韓

国の社会福祉を学ぶ大学院生・若手ソーシャルワーカーの交換研修事業」を、全国社会福

祉教育セミナーに位置づけたプログラムである。当日は、韓国の大学院生・若手のソーシ

ャルワーカー10名が日本に研修・視察で１週間滞在した最終日であった。このうち２名が
韓国側の代表となり、また日本側から大学院生２名（日本ルーテル学院大学大学院・法政

大学大学院）が日頃の研究・実践を報告発表した。テーマは、日本と韓国におけるソーシ

ャルワーク実践の展望と課題である。本プログラムの参加者は、20名あまりで他と比べ若
干少ないようであった。なお、「交換研修事業」は来年度、日本から韓国に 10名を派遣す
る予定である。 
[報告発表] 

１．黒川京子氏（日本ルーテル学院大学大学院）「野宿生活者の自立にかかわるソーシャル

ワークの研究」―黒川氏は、野宿生活者の緊急一時保護センターで 2001 年から 2006 年に

かけて社会福祉士として支援にあたった経験がある。この支援の努力や本人の願望にもか

かわらず野宿生活を脱することの難しさがある。氏は、ここに着目して一旦就労しても野

宿生活に戻る人々に「聞き取り調査」を行った。そして、野宿生活者の就労支援に重点を

おく現状に対して、自尊感情の回復を支援するソーシャルワーク研究が必要だとする。 

２．キムウンジュウ氏（韓国浮浪者福祉施設連合会）「韓国の浮浪者・野宿者福祉の現状と

課題」―韓国では、「浮浪者」への取り組みと、「野宿者」への取り組みがある。前者は、

朝鮮戦争後にはじまり 1970 年以降、法制整備された。後者は、2003 年に社会福祉事業法

に条項がもり込まれた。前者は、中央政府、後者は地方政府の所管で、「浮浪者」の施設は

37 か所で生活支援的であり、「野宿者」の施設は 130 か所で緊急保護的である。しかし、

実態的にふり分けは困難であり、多様なニーズへの法制整備と援助提供が課題だという。 

３．仁科恭子氏（法政大学大学院）「新しいコミュニティワークの担い手―老朽化した団地

の高齢化に対応する」―高度経済成長期に大量供給された日本の郊外公共賃貸住宅では現

在、住民の高齢化と単身化が著しく、福祉ニーズが高まっている。仁科氏は、1762 戸の「団

地」の調査から「社会関連性」の低さを明らかにしてコミュニティ崩壊の実態を指摘する。

そして、UR 賃貸常盤平団地の孤独死ゼロ作戦の取り組み（住民自治会）や、公団分譲三田

団地の NPO コスモスの家の取り組み（デイサービスほか）などの意義が紹介された。 

４．キムミンヒ（ソウル大学大学院修了）「韓国の住居福祉の展望と課題に関する考察」―

韓国では、2002 年に住宅普及率が 100％に達し、居住の質的側面が住宅政策の重点課題と

して浮上し、劣悪な居住環境から身体的精神的な面で不利益をうける住居貧困層（独居老

人、障害者世帯、母子世帯、失業者世帯等）が表面化した。とくに「住居政策」と「福祉

政策」の役割分担と協力統合が目下の方向をなす。そして、「住居福祉」の展開には、地方

自治体が実質中心となり地域特性をくみ、民間部門の参入促進で効率化をはかることが必

要だとする。 
[質疑応答]３名の質問をめぐり、日本と韓国の事情について報告発表者が応答した。 
[所  感]北東アジア儒教文化圏の経済発展国として日韓両国の大学（院）における福祉

教育の在り方を比較検討することに関心をもった。 
 

特別企画Ⅳ 















 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 



 
 
 












